様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 2021　　　年　1　月　　8　日
　
　　経済産業大臣　殿
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）かぶしきかいしゃしょうせんみつい
株式会社商船三井
                              （法人の場合）代表者の氏名 
（ふりがな）いけだじゅんいちろう
池田 潤一郎        印
住所　〒105-8688
                  東京都港区虎ノ門2丁目1番1号
法人番号　4010401082896　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	MOLレポート2020


	公表日
	　　2020　　年　9　月　25　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mol.co.jp/ir/data/annual/index.html
p.21,50,51

	記載内容抜粋
	・ICTによる顧客満足度向上施策の継続実施（「Lighthouse」の機能強化とプラットフォーム化を目指す）、Webマーケティングの導入等、 デジタル活用の強化
・商船三井グループは、10年後の目指す姿を実現するための3本柱に掲げる「顧客目線にたったストレスフリーなサービスの提供」や安全運航を支えるツールの更なる充実、環境負荷低減の深度化といった目的に向け、ICTを活用した技術開発を推進しています。
・海運業界を取り巻く技術開発の秘める可能性は、船舶の ハード面における進歩に加え、IoTやビッグデータなどをはじ めとしたICTの加速度的な発達によりますます広がっていま す。当社グループでは、2016年から開始した「“船舶維新 NEXT”～MOL SMART SHIP PROJECT～」を中核として、 海運に関わる技術開発のポテンシャルを最大限に引き出す ことで、お客様と社会のニーズを先取りしていきます。 　また、2020年度にはデジタルマーケティングの戦略立案· 施策実施を統括するチーフデジタルオフィサーを新たに任 命するなど、イノベーションを後押しする組織体制を整えてお り、引き続き業種を超えた外部機関と連携しながら取り組み を加速させます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議での承認を受けた内容に基づき作成された統合報告書での記載事項である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	経営計画（ローリングプラン2020）


	公表日
	　　2020　年　6　月　22　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mol.co.jp/ir/management/plan/index.html


	記載内容抜粋
	目指す姿を実現するための3本柱
【ポートフォリオ戦略】【営業戦略】【環境戦略】

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議での承認を受けた内容に基づき作成された経営計画での記載事項である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.mol.co.jp/sustainability/ict/management/index.html　「ICT戦略推進体制」
https://www.mol.co.jp/sustainability/technology/management/index.html　「技術革新本部」

	記載内容抜粋
	・ICT戦略を確実に推進するためにCIO（Chief Information Officer）が主宰する「CIO戦略会議」を設置し、当社グループのICT戦略の策定・推進、ICT投資計画の策定・進捗の確認などに取り組んでいる。
ICT戦略を具体的に立案・推進する組織として、商船三井にスマートシッピング推進部、およびコーポレートマーケティング部デジタルソリューショングループ、商船三井システムズ（株）にICT戦略推進部を設置。グループ内のICTに関わる潜在的なニーズを積極的に汲み上げ、ICTの技術要素と結びつけてソリューションを提供することを目指している。
また、データエンジニアリングやAIや数理最適化の領域では、インドに持つ100%出資のシステム子会社を活用し、要員的・コスト的な制約に囚われにくい体制を確立している。
・技術開発のさらなる強化に向け、2018年4月に「技術革新本部」を新設。船舶等ハード面の技術管理・開発を担当する技術部と、海上のICTを担当するスマートシッピング推進部、およびグループ全体のIT支援を担当する当社グループ会社の商船三井システムズが一体となって連携し、次世代につながる技術革新を推進。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.mol.co.jp/sustainability/ict/case/index.html　「ICT戦略事例」
https://www.mol.co.jp/sustainability/technology/case/safety/index.html?id=ancFOCUS、https://www.mol.co.jp/pr/2020/20083.html「高度安全運航支援分野」

	記載内容抜粋
	当社グループの10年後のありたい姿を実現し、ストレスフリーなサービスを提供するための具体的アクションプランとして、 「海上のICT」「攻めのICT」「守りのICT」「One MOL」「ガバナンス強化」の5本柱を軸としたICT戦略を策定している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	MOLレポート2020


	公表日
	　2020　年　9　月　25　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.mol.co.jp/ir/data/annual/pdf/ar-j2020.pdf
p14,15

	記載内容抜粋
	経済的価値（売上高/経常利益、自己資本率、キャッシュフロー等）や社会的価値（安全運航KPI、LTIF等）を指標としている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2020　年　９　月　2　日　(一例)


	発信方法
	案件毎に進捗があった際にはプレスリリースを実施している

	発信内容
	主なプレスリリース例
・ウェブアプリ導入により航海記録データのリアルタイム処理を実現
（https://www.mol.co.jp/pr/2020/20083.html）
・自動衝突防止を目指した実証実験の深度化～自律航行実現に向けた取り組み～
（https://www.mol.co.jp/pr/2020/20074.html）
・「商船三井サービスサイト」をリリース～デジタルマーケティングを駆使し、より多くのお客様のニーズをつなげます～
（https://www.mol.co.jp/pr/2020/20056.html）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2020　年　12　月頃　


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットに自己診断結果を記入済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　①2020　年　10　月頃　～　2020　年　11　月頃
②2020　年　6　月頃　～　 2020　年　7　月頃

	実施内容
	①監査法人による実施：
　「財務報告に係る内部統制(J-SOX)」評価実施。　リスクコントロールマトリックスに従って確認を行う。
②内部実施：グループ会社対象に情報セキュリティに関する調査を実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

